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学校経営学における「臨床的研究」の動向
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1 .課題設定

本稿の目的は、学校経営研究における「臨床的研究Jに関する議論についてレビューを行うこ

とである。志水 (2002a: 26) によれば、「臨床」としづ言葉には、①「問題解決をめざすJとい

う狭義の「臨床Jと、②「現場に娘ざすっとしづ広義の「臨床」という 2つの意味があるとしづ。

この定義によれば、学校経営学における「臨床的研究Jとは、学校経営上の問題解決を目指した

り、学校経営の現場に根ざす性質を帯びた研究ということになるだろう。なお、本稿では、「臨床

的研究Jを「臨床的アプローチJ(小野ら 2004) に限定せず、上記のように広く捉えることとす

る。また、「臨床的研究Jとして、どのような研究が実際に行われているか、という点よりむしろ、

「臨床的研究Jをめぐる議論を中心に検討する。

学校経営上の問題解決を自指したり、学校経営の現場に根ぎす性質を帯びた研究に関する議論

は、既に多くの蓄積がある。しかし、ここでは筆者の管見の限りでの議論を概観するにとどめる。

以下、 2. では、学校経営学における「臨床的研究j を時系列にて概観する。 3. では、学校経

営学における「臨床的研究j の整理を行う。 4. では、学校経営学における「臨床的研究」の展

望について、若干の私見を述べる。

2. 学校経営学における f臨床的研究Jの概観

( 1 )臨掠的アプローチ前

西 (1987)はかつて、「従来の大半の学校経営学研究がリアリティを欠如させていることjを問

題としていた。西は、「研究者の領IJで予め用意した概念、枠を対象に押しつけるアプローチは、社会

的事象を質問紙、態度尺度、統制的実験、さらには分布、有意差の検定のような、客観的で量的

な測定によって把握できるとする立場をとるj と述べており、このようなアプローチを「学校経

営研究のマクロ・アプローチj と呼んだ。その上で「これらの手法や技術によって把握された社

会的事象が、どの程度的確に社会的現実 (socialrealities)を反映しえているかは、疑問なし

としなしリと指摘している。そのようなアフ。ローチに対して、西は、「社会的相互作用を営む主体

の側の『意味』付与の仕方や、棺互にどのように『解釈』し合っているのかという、対象の側の

カテゴリを捉えようとするアプローチJを「ミクロ・アプローチJと呼び、この「ミクロ・アプ

ローチの不備が今日の学校経営研究のリアリティ欠如をもたらしている主要因Jであると指摘し
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ている。その i二で、「今後は、研究者の側で予め用意したパラダイムに全てはめ込もうとするので

はなく、もう一方で、は社会的相互作用を営む側のカテゴリをとらえ解釈する『解釈的アフorコーチ』

のパラダイムに沿って、 J学校経営事象を精細かっ的確に記述し、そこから制度や構造上の問題を

含めた法則性の解明、つまり説明に向かう研究態度が)j干要Jであると述べ、「このような研究態度

を支える資料収集の手法として、参与観察・面接・生活史の活mを提示」していた。

1992年になると、西 (1987)の問題意識は、教育経営学会全体で議論されるようになった。 1992

年の日本教育経営学会紀要 34号に掲載された課題研究「教育経営研究の学術性と実陵性に関する

検討j で、も、それまでの学校経営学布f究における 11好究者の側で予め用意した概念、枠を対象に押

しつけるアプローチ」の問題が指摘されていた。 河野 (1992)は、「実際は、学校においては、あ

る領域については、学校百擦は非常に暖昧で、それを達成する手段も不明確であり、また、学ヰ交

目標をどの程j支達成したのかを測定することさえ図難であるjために、「経営過程論 (p-l)-S

論)の合理性の仮定を再吟味する必要Jを指摘している。木間(1992)は「学ヰ交評価導入以前に、

これまで、の学校経営理論が提起してきた合理的な思J推様式の、実践への適用可能性についての検

証がまず必要j なことを指摘している。西(1992) は「従前の研究では概して常識的ないし規範

論的な説明に終始する傾向が強かった。いわば論拠に基づ、く冷静な納得を導く論理的説明ではな

く、研究者の側の主観的解釈を交えた説得に陥ることが少なくなかったj と述べている。佐吉

(1997 :31)は、これら木問、河野、西の議論について、「これら 3者のし吋ミれもが、研究者側の

枠組によって、現実を切り取り、説明を試みてきたこと、そしてその知が実践と零離した規範性

を有していたところに、教育経営研究のこれまでの特質→とその限界があったことを指摘しているj

と;平している。

その後、学校経営学ヰ討究におけるリアリティの欠如、あるいは「研究者の側で予め用意した概

念枠を対象に押しつけるアプiコーチjへの批判を背景に、実証的研究に対する「民族誌的研究」

の必要性が主張されるようになった。武井 (1995:95-96) は、「現実の学校における経営活動の

働きは、その置かれた固有の状況や、それにかかわる個々の人間の個別的条件等に強く依存し、

これらを含む諸要因の独特の連関の上に成り立っているのである。民族誌的研究は学ヰ交経営現象

を、このような複雑な構造を持つものと認識し、生きられた現実の文脈の中で、動態的に描き出す

としづ意味を持つものであるJと指織している。このように武井は、学校経営現象を「複雑な構

造を持つものJとして捉え、そのような「現実の経営現象を掌握Jするためには、実証的研究で

はなく、「民族誌的研究Jが必要であることを主張した。

1997年の日本教育経営学会紀要第 39号は、「教育経営研究の再構築Jと題されており、「現実

の実践と理論との{E離」が指摘されるだけでなく、実践に資する研究の在り方についてのアイデ

アが「解釈的アフV ーチ」や「民族誌的研究J以外にも提示されるようになったO 天笠 (1997)

は「教育経営研究をめぐって現実の実践と理論との，軍離はかねてから指摘されてきたが、両者の

距離は依然として埋まらず、しかも、その学校その地域において解決を要請される現実の教青経
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営課題はますます増えつつある。このような教育経営をめぐる研究と実践の現状をし¥かに打破し

ていくかが関われているJと指摘し、実践と理論との求離を埋めるべく“臨床的アフ0¥コーチ"概

念、を提示し、その検討を行っている。

天笠 (1997)の“臨床的アプローチ"は、現在から振り返ってみれば、武井(1995)の言う「民

族誌的研究Jと、水本 (2009) の言うコンサノレテーションがあわさったような概念のように思わ

れる。天笠 (1997:25) は「教育経営学において“臨床的なアフ。ローチ"をとるということは、

先にも述べたように、ただ教青経営の事象を観察しそれを記述して知見を取り出すことにとどま

るものではない。いかに事象(，こついて詳細をきわめた観察を実施し、詳細なデータを収集したに

しても、それは、ことがらの反面をこなしたにすぎないのである。すなわち、教育経営学におい

て“臨床的アフ。口ーチ"の確立をはかるということは、臨床活動の実践を呂的として組織の診陸Ir
と改善のための処方せんを探求し、系出哉の健康の維持や向上を援助するための理論と技法の構築

を求めることなのである。Jと述べている。

また、天笠(1997)においては、研究におけるく基礎〉領域と(臨床〉領域が分けられている。

(基礎)領域とは、「その分野における基礎概念、方法などの解明を通して理論的基礎を留めるJ

領域であり、〈臨床)領域とは、「生起する問題に対して解決のための処方せんを探る実践的方策

の探求をはかるj領域だとされている。その上で、「これまで、われわれは教育経営の〈基礎)領

域にあたる学術的な理論研究の成果が(臨床〉領域にあたる経営実践の質と方向を規定するもの

となる、また、そうなるべきものとその関係をとらえてきたjが、「教育経営研究の本質は、この

両者の相補的な研究を通して理論の形成と実践の展開にあるJと指摘している。ここでは、研究

におけるく基礎〉領域と(臨床)領域との階層的関係が間い直され、「相補的J関係、の重要性が指

補されている。

佐古(1997)は、教育経営研究において、 f研究知と実践知の関係は、単に零離していたという

にとどまらない。むしろこれらは、階層的な構造をなすものとして観念されてきたj と指摘して

いる。その上で、 f知の非階層性の観点に立って、研究者と実践者の教育経営に関する事実の共有

を進めることJや、「研究仮IJと実践側の問題関心の接点ないし共有をはかり、さらに課題解決に関

して、研究知と実践知の交流を促進していくことJ、そのために「アクション・リサーチ等の考え

方を導入し、研究者と実践者の共同関係を形成していくことj の重要性を指摘している。

以上のように、 1987年には、学校経営学研究におけるリアリティの欠如や、「研究者の倶IJで予

め用意した概念、枠を対象に押しつけるアプローチj が批判され、より実践に資する研究方法とし

て「解釈的アプローチjやその考え方を基盤にした参与観察・面接・生活史が提案された。また、

1995年には、類似の問題意識から、学校経営研究における f民族誌的研究jの重要性が指摘され

た。さらに、 1997年時点では、「民族誌的研究j にコンサルテーションの要素が付加されたよう

な「臨床的アプローチJや「アクション・リサーチJといった研究方法が提示された。その際、

(基礎〉とく臨床)、研究知と実践知、それぞれの関係の階層性が問題とされ、それらの「相補的J
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ないし「非階)麗j的な関係の重要性が指摘されていた。

(2)臨床釣アブローチ

2000年6月から 3年間、日本教育経営学会において、課題研究「学校経営研究における臨床的

アプローチの構築」が取り上げられた。その成果は、小野ら (2004)~学校経営研究における臨床

的アプローチの構築Jにまとめられている。そこでは、天笠 (1997) において提示された「臨床

的アプローチJや、佐古 (1997) において提示された「アクション・リサーチj 等について、議

論が深められている。

小野ら (2004) において、浜田は「集権的システムが長く定着する中で、学校経営研究は研究

者自身の規範的認識に基づく『べき論Jのくり返しへと展開することになった」と述べ、「研究者

は実践者に対する規範的メッセージを確かに発信した。ところが、実践者にとってそれらは、研

究者の勝手な想像に依拠する『非現実的な珪合、型心こす一ぎなかったJと指摘している。ここでも、

西(1987)以来の、学校経営学研究におけるリアリティの欠如、あるいは「研究者の側で予め用

意した概念枠を対象に押しつけるアプローチjが批判されている。また、浜田は「臨床的アプiコ

ーチには『研究と実践との関係において、継続性、相互交流性、および価値志向性』を作り出す

としづ意味jが込められていたと述べている。ここで言われている「価値志向性Jとは、「端的に

は『判交の“札織としての力量"を高めること~ (その意味で、役に立つこと)を最終的なねらいに

するということJだとされている。

小野ら (2004)において天笠は、「臨床的アフ。ローチは、とかく両者に分権しがらな『説明』と

『開発』との接近をはかり融合をめざすーっの試みJであると指摘している。ここで言われる「説

ゆむと「開発」は、おそらく、天笠 (1997) の「教育経営の事象を観察しそれを記述して知見を

取り出すこと」と、「臨床活動の実践を目的として出回哉の診断と改善のための処方せんを探求し、

組織の健康の維持や向上を援助するj ことに相当すると思われる。

小野ら (2004) において佐古は、学校経営研究における f実践的アプローチj には2つの方法

が考えられるとしづ。 1つは、「実践記述型の研究j である。これは、「既存のモデ、ルや理論に基

づいて学校経営現象を細分化して理j梓しようとするのではなく、学校経営実践(現象)に入り込

み、現象の理ijij卒と概念化さらに理論化を進めようとするものJとされる。ここで言われてし 1る「実

践記述型の研究jは、武井 (1995)の「民族誌的研究Jに類似している。もう一つは、「問題解決

型の研究Jである。また、「問題解決型の研究の、さらに一つの特徴的なタイプとして、『開発的

研究』を位置づけることができるj と指摘し、「開発的研究にあっては、変革方略の協働的な構築

と実践を行うことなどをおもな特徴とするJと述べている。ここで言われている、 11現発的研究J

は、小野ら (2004) における天笠の言う「説明j と「開発Jの融合をはかる試みとしての「臨床

的アブ。ローチj に類似している。

小野ら (2004) において、曽余白は、「学校経営研究における臨床的アプローチは、(1 )現場
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への参入、 (2)支援的な実践、(3 )研究、 (4):判交現場と研究コミュニティの相互交流という

要素から構成されている」と述べており、支援的な実践を行う際には、シャインのプロセス・コ

ンサルテーションの考え方を基盤とすることが重要なことを指J高している。

小野ら (2004)において、藤原は、「研究推進委員が臨床的アプローチと言葉でイメージしたの

は、問調題解決をめざす』という狭義の『臨床』という意味であり、呉体的にはアクション・リサ

ーチで、あったJと振り返っている。

このように考えると、臨床的アプiコーチとは、研究者と実践者の協働で学校の変革を実施する

「開発Jを行うと同時に、学校経営事象を「説明j しようとするアクションリサーチであると言

ってよいように思われる。その際、研究と実践の関係について、「継続性、相互交流性、および価

値志向性」を作り出すことが志向されるようである。

以上のように、 2004年の段階では、西 (1987)以来、指摘されてきた学校経営学研究における

リアリティの欠如(研究と実践の草離) あるいは「研究者の側で、予め用意した概念枠を対象に押

しつけるアプローチJといった問題に対する、「臨床的アプローチJや「アクションリサーチJと

し、った研究方法の意義が検討された。その際「臨床的アプローチj の考え方の中に、コンサルテ

ーションの要素が組み込まれていることが確認された。

(3)臨掠的アプローチ後

『学校経営研究における臨床的アフ。ローチの構築』後においては、その成果を踏まえた上での

研究が展開されている。 2006年の『学校経営研究』は、「学校経営研究の実践的有用性j という

テーマで、特集が組まれている。その中において、武井 (2006) は、学校経営学の実按性と有用性

を検討し、学術性、実陵性、有用性、経済合理性をある一つの軸上の性質と捉えた上で、エスノ

グラブイ、臨床的アプローチ、スクールリーダー養成に関する研究といった 3つの研究をその斡

の中に位置づけている。すなわちfエスノグラフィーは学術性を実陵性に研究の重点をシフトし、

臨床的アフ。ローチの主張は実陵性と有用性とを結合させることを主張した。スクールリーダー養

成に関する一連の研究は経済的合理性を背景として有用性を追求しているJとした上で、「それぞ

れの領域の結合論法の中で、上構図の左側の研究価値をある程度見限ったり、あきらめたりして

いるJと指摘している。

佐野 (2006)は、『学校経営研究における臨床的アフ。ローチの構築』の書評を行う中で、次の疑

問を呈している。それは、まず、「本書が提案する方法を用いた研究が『研究』として成り立ちう

る要件について、本書の記述では必ずしも明らかでないという点Jである。小野ら (2004) にお

ける曽余田の記述について、佐野は、 í~フ。ロセス・コンサノレテーションモデ、ノレJ の哲学を基盤と

しながら、状況に応じてそデ、ルを使い分けることが重要であるとしているが、どのような使い分

けを行えばよし 1のかについての言明はなしリと指摘しており、「浜田も、具体的にどのような研究

方法を採用すべきかについては個々に判断すべきとの見解を述べているが、ではどのように『判
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法ITJlすれば良いのか迷うところであるJと指摘している。

佐野 (2006)は、また、「判交経営研究における何?究一実践関係』の問題点を克服するために

は、本書で取り上けrられたような『臨床的アフOローチJでなくても良いのではないかとの疑問も

生じてくるJと述べ、「研究者の設定する研究枠組みが学校現場にとって理解されないのであれば、

グラウンデッド、・セオリーなど、他にもいくつかの研究方法が考えられるであろうJと指摘して

いる。さらに、佐野は「フ。ロセス・コンサルテーション自体の実現可能性Jを懸念している。そ

の理由としてJ規範的な.Ðl:J~型に基づく研究成果を生み出すことにこれまで学校経営研究者の関

心が向いていたのであれば、彼らによってコンサルテーションが行われた場合、コンテンツエキ

スパートとしての役割は担えるが、プロセスファシリテーターとしての役割を担うこと自体が難

しいj ことが挙げられている。

一方、佐古 (2006) は、臨床的アフ。ローチの議論を踏まえ、 IU学校主邸哉開発』としづ方向で、

学校経営研究の実践ttと学術性を追求しようとしている」。佐古らの「学校組織開発研究Jは、「基

本的には、自らの学校の子どもの実態、に適合した教育活動を展開してし¥く学校づくりを促進する

ことをねらいとして、教育課題の明確化と生成、ならびにそれにもとづく実践変革過程を支援す

るものj だとし¥う。「学校組織開発研究j では、「変革方法論の構築と適用、判交紘織における反

応の分析を繰り返すことによって、一方では学校来日正哉や学校経営の動態についての1轡i卒を深め、

それとともに学校紹正哉の変革方法論に関する基本仮説や具体的手法等を見直し 学校において実

行可能性 (Uやろうと思えばできるj])と実践的有効性 (u学校が元気になるj])方法論を構築Jす

るとし¥う。

近年では、臨床的アプローチや「学校系:lii織開発研究j とし 1った研究方法の議論を離れて、コン

サノレテーションの在り方に関する研究も行われている。それが水本らの f学校経営に関わるコン

サノレテーションのニーズ・手法・理論に関する研究jである。水本 (2009: 1) は、臨床的アフ。ロ

ーチについて、「小野ほか編 (2004)は研究者による学校経営実践の様々な関わりを検討している

が、学校経営研究の方法論へと議論を収数させているため、コンサルテーションの理論と手法の

開発にはなっていなしリと指摘している。その中で、佐野 (2009) は、シャイン (2002) の「プ

ロセス・コンサノレテーションJや、ブレークとム一トンの「コンサルキューブJといった理論を

検討した上で、次の結論を得ている。 I広義の PC、すなわちクライアント自身の認知・感情・行

動の変容を援助することによって問題状況の改善を促すことを意図する方法は、'判交変革を促す

際にも有効に機能するものと予想される。J

臨床的アフ。ローチでは、「学校の経営事象を説明することと経営を開発することを単一研究の中

で弁証法的にとらえ、研究活動の中で同時に追求J(武井 2006) されることになる。臨床的アプ

ローチ後においては、このような臨床的アフ。ローチの議論を受けた「学校系:lii織開発研究」が行わ

れている。一方で、臨床的アフ。iコーチでは同時に追求されていた「学ヰ交の経営事象を説明jする

「研究Jと、「経営を開発jする「コンサルテーションj とが分離され、「コンサルテーション」
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の方法が独自に研究対象とされる動きも見られる。

3.学校経営学における f臨球的研究jの整理

以上のように、学校経営学における「臨床的研究」では、一貫して、それまでの学校経営学研

究におけるリアリティの欠如(研究と実践の黍離ー)、あるいは「研究者の側で予め用意した概念枠

を対象に押しつけるアプローチj が批判されてきたように思われる。そのような「学校経営学:研

究におけるマクロ・アプローチJには、「客観的で量的な測定Jを特徴とする実証的研究が含まれ

ていると考えられる。このような「マクロ・アプローチJに対して、まず、「解釈的アプローチj

の考え方に基づいて「参与観察・面接・生活史の活用」が提示され、次いで類似の問題意識から

「民族誌的研究Jの重要性が指摘されるようになった。

その後、「民族誌的研究Jにコンサルテーションの機能を付加したような「臨床的アフOローチJ

の考え方に基づいてアクションリサーチの重要性が主張されるようになった。 2009年の段階では、

アクションリサーチが具現化した f学校紘織開発研究j が行われる一方で、コンサノレテーション

の方法が独自に研究対象とされる現象も観察される。また、「臨床的アプローチjの実現可能性に

対する批判も見られるようになってきている。

ところで、志水 (2002b)は学校臨床社会学における「現場での役割にかかわる 3つの次元Jと

して、「関与j、「関心J、「関係Jの軸を挙げている。以下、この分類に従って、学校経営学におけ

る臨床的研究を整理する。志水によると、第一の「関与Jの軸は、「参与か観察かjの軸であると

しづ。この軸の観点から言えば、「マクロ・アプローチjから「民族誌的研究J、そして「アクシ

ョンリサーチj へと移行するに従い、研究者は、ますます学校経営現象の観察から学校現場への

参与を志向するようになってきていると言えるだろう。

第二の「関心jの軸は、「その研究の有意性が、どの程度当事者の関心に即したものとなってい

るか、逆に言うなら、どの程度研究者コミュニティ内の関心に導かれたものになっているかJを

めぐる軸であるとしづ。この軸の観点から言えば、「マクロ・アプローチjから「民族誌的研究J、

そして「アクションリサーチjへと移行するに従い、研究の有意性は、研究者コミュニティ内の

関心に導かれたものから、より当事者の関心に郎したものへと移りつつある。だが、近年、コン

サルテーションの方法を対象とした研究が行われたことは、当事者の関心に郎した研究者による

コンサノレテーション活動と、研究者コミュニティ内の関心に導かれた研究活動が、分けて考えら

れるようになり始めたことを示しているように思える。

第三の「関係jの軸は、「研究者と当事者がそもそもどのような権力関係のもとに置かれている

かという軸j であるとしづ。この軸の観点から言えば、研究者と当事者の権力関係について、一

貫して対等な関係が志向されてきていると言えよう。

4.学校経営学における r臨床的研究jの農望
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これまで克てきたように、学校経営学における「臨床的研究j では、一員して、それまでの学

校経営学研究におけるリアリティの欠如Cli芳究と実践のfE離)、あるいは「研究者の側で予め用意

した概念枠を対象に押しつけるアプローチjが批判されてきた。「臨床的アフ。ローチjや「アクシ

ョンリサーチJはこの批判を受けて提示された研究方法で、あった。だが、佐野 (2006) の指摘を

踏まえれば、「臨床的アプローチJや「アクションリサーチjの問題点も見えてくる。その問題点

として、以下の 3点を指摘しておきたい。

第一に、曽余田の言うように J臨床的アプiコーチJにおいて「支援的な実践Jを行うi祭、「フ。ロ

セス・コンサルテーションJが重要であるとすれば、「ブ.01コセス・コンサノレテーションJを行いな

がら、「アクションリサーチ」を行うことが、どのような研究上の知見を生み出すことになるのか、

が不明である。「プロセス・コンサノレテーションjに徹する場合、学校経営学で蓄積されてきた研

究知を判交現場に適用することは困難になる。だとするならば、「プロセス・コンサルテーションj

を行し¥ながら、「アクションリサーチjを行った場合に生み出された知見は、それまで判交経営学

で蓄積されてきた研究知とは異質な知見になるだろう。

第二に、かといって、「アクションリサーチJにおいて、それまで学:校経営学で蓄積されてきた

研究知を学校現場に適用するならば、そのような形のコンサノレテーションが成功するのかが疑問

である。また、この場合、学校経営学で蓄積されてきた研究知を学校現場に適用するというアプ

ローチは、臨床的アフ。ローチが克服しようとしてきた「研究者の側で予め用意した概念枠を対象

に押しつけるアプローチJそのものなのではなかろうか。このような問題は、リアリティのある

研究成果が多く生み出されるようになり、そうしたリアリティのある研究知ならば学校現場に適

用することができると考えればよいのだろうか。

第三に、アクションリサーチを行うことで、研究者が介入した場合の学校組織の変容過程が解

明されるとしても、その変容過程は、学校組織の変容過程そのものの研究の一部で、はあっても、

その全体では決してない。すなわち、研究者が介入しない場合の'判交組織の変容過程を解明する

ことはアクションリサーチでは不可能である。

このように考えれば、'判交経営学研究におけるリアリティの欠如(研究と実践の求高齢、あるい

は「研究者の側で予め用意した概念、枠を対象に押しつけるアプローチjを克服するにあたっては、

アクションリサーチよりも、「民族誌、的研究Jによって学校経営の現状を把握した上で、なぜその

現状に至ったのかを解明するために、スクールヒストリーの開き取りを中心とした面接調査を行

う研究方法の方が、学校定E織の動態、を解明する上では適切なのではなかろうか。その一方で、学

校経営実践の改善に対しては、研究者は、学校経営学の蓄積を念頭に置きつつ、研究は実施せず、

プロセス・コンサノレテーションを中心lこしたコンサルテーション活動に専念した方が良いのでは

なかろうか。
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